様式第１号の２（第５条関係）

年　　月　　日
排水設備設置猶予申請書
福山市上下水道事業管理者　様
	申請者
	〒
	

	
	住所
	

	
	ふりがな
	

	
	称号又は名称
	

	
	代表者
	

	
	電話番号
	


	(1)
土地又は建築物の所在地
	福山市

	(2) 猶予を申請する事情
	区分１：排水設備の設置に必要な資金の調達が困難な事情があること。

	(3) 法人市民税額の法人税割が０円で、均等割が１号の場合は、代表者の署名又は記名・押印をお願いします。
代表者　　　　　住  　所
ふりがな
名　　前　  　 　　　　　　　　      ㊞ 

	(4) 上記(３)で署名又は記名・押印された場合で、代表者が福山市に居住している場合は、次のいずれかに「○」をしてください。
この申請の「審査」のために、上下水道局職員が
個人情報（代表者の所得の状況）を閲覧することについて
[image: image1.emf]申請日が

７～１２月

申請日が

１～６月

法人市民税額の法人税割が０円で、均等割が１号

前々年の所得状況（市町村民税課税記載事項証明書等、

所得控除の内訳がわかるもの）を証明する書類又は直近

の法人市民税確定申告書（写し）

いいえ

は

い

いいえ

法人市民税額の法人税割が０円で、均等割が２号～４号のいずれか

いいえ

代表者が

福山市に

居住している

は

い

申請書（４）で

「同意する」に「○」を

している

は

い

は

い

①前々年の所得状況（市町村民税課税記載事項証明書等、所得控除の内訳がわかるもの）を証明する書類

又は直近の法人市民税確定申告書（写し）

②代表者個人の前々年の所得状況（市町村民税課税記載事項証明書等、所得控除の内訳がわかるもの）を

証明する書類

いいえ

（「同意しない」に

「○」をしている。）

申請日が

１～６月

はい

申請日が

７～１２月

①前年の所得状況（市町村民税課税記載事項証明書等、所得控除の内訳がわかるもの）を証明する書類

又は直近の法人市民税確定申告書（写し）

②代表者個人の前年の所得状況（市町村民税課税記載事項証明書等、所得控除の内訳がわかるもの）を

証明する書類

はい

申請日が

７～１２月

申請日が

１～６月

いいえ

はい

はい

①前々年の所得状況（市町村民税課税証明書等）を証明する書類又は直近の法人市民税確定申告書（写し）

②前年（又は四半期ごと）の損益収支の状況、概況がわかるもの

※当期純損失が生じていることが確認できるもの（任意様式）

①前年の所得状況（市町村民税課税証明書等）を証明する書類又は直近の法人市民税確定申告書（写し）

②前年（又は四半期ごと）の損益収支の状況、概況がわかるもの

※当期純損失が生じていることが確認できるもの（任意様式）

前年の所得状況（市町村民税課税記載事項証明書等，所

得控除の内訳がわかるもの）を証明する書類又は直近の

法人市民税確定申告書（写し）


同意する　　　・　　　同意しない

・「同意する」に「○」をしていただいた場合は、添付書類の一部が不要となります。
・「同意しない」に「○」をした場合又は「代表者が福山市外に居住している場合」は添付書類が必要となりますので裏面を確認してください。


次の土地又は建築物について、排水設備の設置の猶予を希望しますので、関係書類を添えて申請します。
※猶予基準、猶予期間及び添付書類については裏面をご覧ください。
※申請者欄の記入について、押印に代えて署名することができます。
区分１の「猶予となる基準」、「猶予期間」、「添付書類」
【猶予となる基準及び猶予期間】

	（猶予となる基準）
次のいずれかに該当する場合は、猶予できる。
①法人市民税額の法人税割が０円で、均等割が１号の場合は、代表者個人（主たる生計維持者のみを判定対象とする。）の所得から社会保険料控除等を差し引いた金額が１００万円以下の場合。
②法人市民税額の法人税割が０円、かつ、均等割が２号から４号のいずれかで、当該純利益がマイナスの場合。
（猶予期間）
５年以内


【添付書類】
2022-水客サ-168-3
　

